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各           殿 

 

 

厚生労働省健康局長 

            （ 公 印 省 略 ）  

  

 

がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針の一部改正について 

 

 がん検診については、「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針について」

（平成２０年３月３１日付け健発第０３３１０５８号厚生労働省健康局長通知）の別添「が

ん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」（以下「指針」という。）を示している

ところである。今般、がん検診の精度管理水準の更なる向上のため、「今後の我が国におけ

るがん検診事業評価の在り方報告書」（平成２０年３月）において示した方針を見直し、が

ん検診のあり方に関する検討会において別紙「がん検診事業のあり方について」をとりまと

めたこと等から、指針の一部を別添新旧対照表のとおり改正し、令和５年６月２３日から適

用することとした。 

がん検診における精度管理は、「指標の設定」、「指標のモニタリング・評価」、「評価のフ

ィードバックと改善」を繰り返すことが重要であり、精度管理水準の改善に応じて指標を修

正することにより、更に高い精度を目指した適切な管理が可能となることから、がん検診の

適切な実施のため、見直しの趣旨をご理解の上、別紙を活用するよう、貴管内市町村及び関

係団体に対し、周知方お願いする。 
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改正後 改正前 

第１ 目的 

（略） 

 

第２ がん予防重点健康教育 

１ 種類 （略） 

２ 実施内容 

（１） ～（５） （略） 

３ 実施に当たっての留意事項 

（１）～（５） （略） 

 

第３ がん検診 

１ 総則 

（１）～（５） （略） 

（６）事業評価 

がん検診の実施に当たっては、科学的根拠に基づく検診

を、受診率向上を含めた適切な精度管理の下で実施すること

が重要である。がん検診における事業評価については、令和

５年６月に厚生労働省がん検診のあり方に関する検討会に

おいてとりまとめた報告書「がん検診事業のあり方につい

て」（以下「報告書」という。）において、その基本的な考え

第１ 目的 

（略） 

 

第２ がん予防重点健康教育 

１ 種類 （略） 

２ 実施内容 

 （１）～（５） （略） 

３ 実施に当たっての留意事項 

（１） ～（５） （略）  

 

第３ がん検診 

１ 総則 

 （１）～（５） （略） 

（６）事業評価 

    がん検診の実施に当たっては、科学的根拠に基づく検診

を、受診率向上を含めた適切な精度管理の下で実施すること

が重要である。がん検診における事業評価については、平成

20年３月に厚生労働省「がん検診事業の評価に関する委員会」

がとりまとめた報告書「今後の我が国におけるがん検診事業

の評価に関する委員会」がとりまとめた報告書「今後の我が

がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針 新旧対照表 
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方を示しているところである。 

 

 

報告書において、がん検診の事業評価は、一義的にはアウ

トカム指標としての死亡率により行われるべきであるが、死

亡率減少効果が現れるまでに相当の時間を要すること等か

ら、「技術・体制的指標」と「プロセス指標」による評価を徹

底し、結果として死亡率減少を目指すことが適当とされた。

この「技術・体制的指標」として、「事業評価のためのチェッ

クリスト」及び「仕様書に明記すべき最低限の精度管理項目」

が示され、「プロセス指標」として、がん検診受診率、要精検

率、精検受診率、陽性反応適中度、がん発見率等の許容値が

示された。 

がん検診の事業評価を行うに当たっては、「事業評価のた

めのチェックリスト」等により実施状況を把握するととも

に、がん検診受診率、要精検率、精検受診率等の「プロセス

指標」に基づく評価を行うことが不可欠である。 

なお、報告書の「事業評価のためのチェックリスト」につ

いては、国立がん研究センターが示す「事業評価のためのチ

ェックリスト」（以下「チェックリスト」という。）に置き換

えることとする。 

報告書の見直しが行われた場合は、新たな内容に基づき事

業評価を行うこととする。 

国におけるがん検診事業評価の在り方について」（以下「報告

書」という。）において、その基本的な考え方を示していると

ころである。 

   報告書において、がん検診の事業評価は、一義的にはアウ

トカム指標としての死亡率により行われるべきであるが、死

亡率減少効果が現れるまでに相当の時間を要すること等か

ら、「技術・体制的指標」と「プロセス指標」による評価を徹

底し、結果として死亡率減少を目指すことが適当とされた。

この「技術・体制的指標」として、「事業評価のためのチェッ

クリスト」及び「仕様書に明記すべき最低限の精度管理項目」

が示され、「プロセス指標」として、がん検診受診率、要精検

率、精検受診率、陽性反応適中度、がん発見率等の許容値が示

された。 

   がん検診の事業評価を行うに当たっては、「事業評価のため

のチェックリスト」等により実施状況を把握するとともに、

がん検診受診率、要精検率、精検受診率等の「プロセス指標」 

に基づく評価を行うことが不可欠である。 

 なお、報告書の「事業評価のためのチェックリスト」につい

ては、国立がん研究センターが示す「事業評価のためのチ

ェックリスト」（以下「チェックリスト」という。）に置き換

えることとする。 

 報告書の見直しが行われた場合は、新たな内容に基づき事

業評価を行うこととする。 
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改正後 改正前 

（別紙）がん検診等実施上の留意事項 

 

１ 肺がん検診 

 （１）～（５） （略） 

２ 乳がん検診 

 （１）（略） 

 （２）① 指導区分は、「要精検」及び「精検不要」とし、それ

ぞれ次の指導を行う。 

（別紙）がん検診実施上の留意事項 

 

１ 肺がん検診 

 （１）～（５） （略） 

２ 乳がん検診 

 （１）（略） 

 （２）① 指導区分は、「要精検」及び「精検不要」とし、それぞ

れ次の指導を行う。 

２ 胃がん検診 

（１）～（５） （略） 

３ 子宮頸がん検診 

（１）～（６） （略） 

４ 肺がん検診 

（１）～（６） （略） 

５ 乳がん検診 

（１）～（６） （略） 

６ 大腸がん検診 

 （１）～（７） （略） 

７ 総合がん検診 

（１）～（４） （略） 

 ８ その他 

    （１）～（３） （略） 

 ２ 胃がん検診 

  （１）～（５） （略） 

 ３ 子宮頸がん検診 

  （１）～（６） （略） 

 ４ 肺がん検診 

  （１）～（６） （略） 

 ５ 乳がん検診 

  （１）～（６） （略） 

６ 大腸がん検診 

 （１）～（７） （略） 

７ 総合がん検診 

 （１）～（４） （略） 

８ その他 

 （１）～（３） （略） 
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    ア 「要精検」と区分された者 

     医療機関において精密検査を受診するよう指導する。 

    イ 「精検不要」と区分された者 

     次回の検診の受診を勧めるとともに、日常の健康管理

の一貫としてブレスト・アウェアネスに関する指導を

行う。 

   ② （略） 

３ 子宮体部の細胞診 

 （１）～（２） （略） 

４ がん検診における管理者の取扱いについて 

  （略）  

    ア 「要精検」と区分された者 

     医療機関において精密検査を受診するよう指導する。 

    イ 「精検不要」と区分された者 

     次回の検診の受診を勧めるとともに、日常の健康管理の一

貫として乳房の自己触診に関する指導を行う。 

    ② （略） 

３ 子宮体部の細胞診 

 （１）～（２） （略） 

４ がん検診における管理者の取扱いについて 

  （略） 

 


